
付属書 1 電気システム 

電気システムは、電気設備の技術基準を定める省令（平成 9年通商産業省令第五十二号）及び同解釈 

に適合するように設置しなければならない。 

なお、洋上風力発電設備の電気システムの設計はJIS C 1400-3:2014の箇条10 1)を参考にすることがで

きる。（ただし、電気設備の技術基準を定める省令が優先することに留意する。）JIS C 1400-3:2014の

箇条10 1)は要求事項が明らかに陸上サイトだけに関連するものを除き、JIS C 1400-1:2017の箇条10 2)

に規定した要求事項を満たさなければならないとしている。JIS C 1400-1:2017の箇条10 2)に規定されて

いる要求項目及び参照規格・仕様書を付表-1.1に纏める。 

腐食防止に関する指針については、JIS C 1400-3:2014：附属書 H 1)を参考にできる。 

付表-1.1 JIS C 1400-1:2017：箇条 10 2)に規定されている規格、仕様書 

項目 規格、仕様書 備考 

10.1 一般 - - 

10.2 電気システムの

一般要求事項 

JIS B 9960-1 機械類の安全性－機械の電気

装置－第 1 部：一般要求事項 

【対応国際規格】 

IEC 60204-1，Safety of machinery－

Electrical equipment of machines－

Part 1: General requirements（MOD） 

JIS B 9960-11 機械類の安全性－機械の電

気装置－第 11 部：交流 1 000 V 又は直流

1 500 V を超え 36 kV 以下の高電圧装置に

対する要求事項 

【対応国際規格】 

IEC 60204-11，Safety of machinery

－Electrical equipment of machines

－Part11: Requirements for HV 

equipment for voltages above 1 000 

V a.c. or 1 500 V d.c. and not 

exceeding 36 kV（MOD） 

JIS C 60364（規格群）低圧電気設備 

【対応国際規格】 

IEC 60364 (all parts)，Low-voltage 

electrical installation（MOD） 

10.3 保護装置 JIS C 60364（規格群）低圧電気設備 

【対応国際規格】 

IEC 60364 (all parts)，Low-voltage 

electrical installation（MOD） 

10.4 断路器 - 

10.5 接地システム JIS C 60364（規格群） 低圧電気設備 

【対応国際規格】 

IEC 60364 (all parts)，Low-voltage 

electrical installations(MOD) 
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10.6 雷保護 

JIS Z 9290-3 雷保護-第 3部:建築物等への

物的損傷及び人命の危険 

 

IEC 62305-3,Protection against 

lightning-Part3:Physical damage to 

structures and life hazard(MOD) 

JIS C1400-24 風車-第 24 部:落雷保護  

【対応国際規格】 

IEC 61400-24，Wind turbine generator 

systems－Part 24: Lightning 

protection（MOD） 

 

10.7 電気ケーブル -  - 

10.8 自己励磁 -  - 

10.9 雷による電磁イ

ンパルスに対する保

護 

JIS Z 9290-4 雷保護-第 4部:建築物内の電

気及び電子システム 

【対応国際規格】 

IEC 62305-4,Protection against 

lightning-Part4:Electrical and 

electronic systems(IDT) 

 

10.10 電力品質 

JIS C 1400-21 風力発電システム－第 21 

部：系統連系風車の電力品質特性の測定及

び評価 

【対応国際規格】 

IEC 61400-21，Wind turbine generator 

systems－Part 21: Measurement and 

assessment of power quality 

characteristics of grid connected 

wind turbines（MOD） 

10.11 電磁両立性 

IEC 61000-6-4，Electromagnetic 

compatibility (EMC)－Part 6-4: Generic 

standards－Emission standard for 

industrial environments 

 - 
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JIS C 61000-6-1 電磁両立性－第 6 部：共

通規格－第 1 節：住宅，商業及び軽工業環

境におけるイミュニティ 

【対応国際規格】 

IEC 61000-6-1，Electromagnetic 

compatibility (EMC)－Part 6-1: 

Generic standards － Immunity for 

residential, commercial and 

light-industrial environments（IDT） 

JIS C 61000-6-2 電磁両立性－第 6 部：共

通規格－第 2 節：工業環境におけるイミュ

ニティ 

【対応国際規格】 

IEC 61000-6-2，Electromagnetic 

compatibility (EMC)－Part 6-2: 

Generic standards－Immunity for 

industrial environments（MOD） 

 

 

参考文献 

1) 日本規格協会 (2014）、JIS C1400-3: 風車－第 3部：洋上風車の設計要件 

2) 日本規格協会 (2017)、JIS C1400-1: 風車－第 1部：設計要件 
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付属書 2  発電時における終局強度解析のための気象海象パラメータの統計的外挿 

 

この付属書では、発電時における終局強度解析（DLC1.6）のために、気象海象パラメータを統計的に

外挿し、高波浪時海況（SSS）を評価する方法を示す。 

 

１．JIS C1400-3 の要求事項 

JIS C1400-31)にて要求されているのは、本来、風作用と波浪作用による荷重効果の再現期間を 50 年と

なるように設定することである。ここで、荷重効果（作用効果）とは、構造物が外力を受けて生じる応

答や応力を意味する。洋上風車の場合、動的な非線形応答となることから、「再現期間 50 年の荷重によ

る応答値」と、「荷重効果としての 50 年再現期待値」は、厳密には異なる。さらに、発電中の風車の場

合、風荷重による応答値（タワー基部の平均転倒モーメント）は、定格風速の前までは風速とともに増

加するが、定格風速の後ではピッチ角の影響により風速の増加と共に減少するという、強い非線形性を

示す（付図-2.1）。 

   

付図-2.1 タワー基部モーメントの平均値、最大値 

（風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 2) 図解 4.3.1 より） 

 

２．風作用と波浪作用による荷重効果の 50 年再現期待値の評価方法 

前項を踏まえ、風作用と波浪作用による荷重効果の 50 年再現期待値の評価方法としては、以下の 2つ

の方法が挙げられる。 

① モンテカルロシミュレーション（MCS）による方法 

本方法は、まず平均風速 Vと有義波高HSの結合確率密度分布を定め、MCS によって各荷重の組合

せを多数用意し、それぞれの応答解析結果より 50 年再現期待値を評価する方法であり、膨大な計

算量を必要とする。また、JIS C 1400-13)附属書 F や風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 2)

には、ある作用に対する荷重効果の超過確率を定め、これに作用の出現頻度分布を乗じて算出する

方法が示されており、石原・石井 4)は、風速と乱れによる発電時の最大風荷重評価にこれを適用し

ている。 

② 環境等値線による方法 

本方法は、平均風速Vと有義波高HSとの再現期間50年の組合せを定義する環境等値線を生成し、

この等値線上にある複数の荷重の組合せから、応答極大値を探索する方法である。本方法では、環
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境等値線上で求めた応答極大値が荷重効果としての 50 年再現期待値に等しいと仮定している。な

お、環境等値線は逆一次信頼性解析法（IFORM）によって求める。 

 

３．FORM による環境等値線の生成方法 

環境等値線による方法は上記の仮定を含んでいるものの、JIS C1400-31)附属書 G に示されている方法

であり、設計実務においては最も適用性が高いと考えられる。以下では、IFORM による環境等値線の生成

方法を示す。 

 まず、相関のない二つの標準正規確率変数 U1及び U2から、相関を有する任意の確率変数 V、HSに変

数変換する。これを行う一般的な方法の 1つが、次式により表される Rosenbaltt 変換である。 

   
   

1

2

V

Hs s

U F V

U F H V

 

 
     (付 2.1) 

ここに、：標準正規確率分布関数 

 VF V ：平均風速Vの確率分布関数 

 Hs sF H V ：Vにおける条件付き有義波高HSの確率分布関数 

Rosenbaltt 変換の利点は、相関係数を用いずに  VF V と  Hs sF H V という二つの分布によって、結合

確率を表現できることである。したがって、確率変数 V、HSは式(付 2.1)の逆関数によって与えられる。 

 
 

1
1

1
2

V

S Hs

V F U

H F U V





   
   

     (付 2.2) 

標準正規空間 Uでは、再現期間 50 年に対応する超過確率 Pを満足する点(U1, U2)の集合は、半径・

の円、 2 2 2
1 2U U   で表現される。このときは次式で定義され、これを図示したものが付図-2.2 である。 

 

  
 1

1

P

P N

  


     (付 2.3) 

ここに、N：50 年間における独立な海況の個数 

 

 

 

 

 

 海況の評価時間を 20 分とし、これを 20 分毎の独立事象と仮定すると、超過確率は

  71 50 365 24 60 / 20 7.61 10P       となり、式(付 2.3)より 4.81  となる。 

以上により、環境等値線は次のとおり求めることができる。まず、運転範囲内のぞれぞれの平均風速

Vについて、次式によって標準正規化された変数 U1を求める。 

 1
1 VU F V           (付 2.4) 
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付図-2.2 と Pの関係 
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分布等の裾の長い関数が保守側の評価となる。 

④ 50 年間における独立な海況の個数より超過確率 Pを評価し、式(付 2.3)によってを算出する。 

⑤ 式(付 2.4)、式(付 2.5)より高波浪時海況（SSS）の環境等値線を得る。ここで、  .s SSSH V の上限

値は再現期間 50 年の有義波高HS50とする。 

⑥ 環境等値線上にある複数の 10 分平均風速と有義波高の組合せに対して時刻歴応答解析を実施し、

応答極大値を求める。 

 

 

参考文献 

1) 日本規格協会 (2014）、JIS C1400-3: 風車－第 3部：洋上風車の設計要件 

2) 土木学会（2010）、風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 

3) 日本規格協会 (2017)、JIS C1400-1: 風車－第 1部：設計要件 

4) 石原 孟・石井 秀和(2010)、風車タワーに作用する発電時最大風荷重の予測、第 21 回風工学シ

ンポジウム、日本風力エネルギー学会 
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付属書 3 コーン貫入試験（CPT）による地盤評価 1) 

 

本付属書では、コーン貫入試験を用いて地盤調査を行う際の適用範囲や地盤定数の評価方法、試験結

果を用いた設計方法などを示す。 

 

１．適用範囲 

 本付属書では、先端抵抗、周面摩擦及び間隙水圧を測定する電気式コーン貫入試験（以下、コーン貫

入試験）を使用した場合の地盤評価方法及びそれを用いた設計方法を対象とする。コーン貫入試験の試

験方法、測定結果の整理方法、測定結果から地層構成や地盤定数を評価する方法、測定結果と室内試験

のキャリブレーション方法などは、地盤調査の方法と解説 2) に掲載されており、これを参考にすること

ができる。コーン貫入試験結果を用いた設計方法には、基礎の支持力評価並びに構造解析用の地盤ばね

の設定があり、詳細は後述する。 

 

２．結果の解釈にあたっての基本的な考え方 

コーン貫入試験の最大の特徴は、深さ方向に連続した測定値が得られることであり、地盤の不均質な

堆積構造を詳細に探知できるという利点を有している。また、コーン貫入試験では、貫入抵抗、周面摩

擦、間隙水圧などの多様な地盤情報が得られるため、これに基づいてより信頼性の高い地層構成を得る

ことができる。ただし、試料採取を行わないため、土質分類に際してはデータを解釈する技術者の力量

に大きく依存することにも注意する必要がある。 

 

３．地層構成の評価 

地層構成の判別方法については、例えば Robertson 3) により提案された土質分類チャート（付図-3.1

参照 2））を参考にすることができる。このチャートでは、先端抵抗（Qt）に対する摩擦比（Fr）と間隙

水圧比（Bq）との関係に基づいて、9 種類の土質を判別することができる。ただし、既存の土質分類評

価法を用いる場合、その評価法の基礎となっているデータが特定の地域の土を対象としたものになって

いることが多く、必ずしも対象としている地盤と同じ性状を示すとは限らない。したがって、調査エリ

アにおける地盤特性の地域性を十分考慮して結果を解析し、場合によっては修正を施すことが望ましい。 
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付表-3.1 コーン貫入試験の評価方法に関する主な研究事例 

分類 項目 関連文献 

砂質土 （２） N 値 

 

・コーン貫入試験結果と標準貫入試験結果から得られた地盤特性と

の関係（鈴木、時松、實松、2003）4) 

・ Evaluating cyclic liquefaction potential using the cone 

penetration test（Robertson、Wride、1998）5) 

・コーン貫入試験（地盤試験所）6) 

・ Guide to Cone Penetration Testing for Geotechnical 

Engineering, Gregg Drilling & Testing, Inc. (P.K. Robertson 

and K.L. Cabal (Robertson), 2014) 7) 

（３）内部摩擦角 ・Manual on estimating soil properties for foundation design, 

Report EL-6800 Electric Power Research Institute, EPRI 

(Kulhawy, F.H. and Mayne, P.H., 1990) 8) 

・Cone Penetration Testing State-of-Practice, NCHRP Project 

20-05 Topic 37-14 (Mayne, P.W., 2007) 9) 

（４） 相対密度 ・地盤調査の方法と解説（地盤工学会）2) 

（５） 液状化抵抗 ・地盤調査の方法と解説（地盤工学会）2) 

（６） 細粒分含有率 ・コーン貫入試験結果と標準貫入試験結果から得られた地盤特性と

の関係（鈴木、時松、實松、2003）4) 

粘性土 （７） 非排水せん断強さ ・地盤調査の方法と解説（地盤工学会）2) 

（８） 圧密係数 ・コーン貫入試験結果の解釈－土質分類及び圧密沈下予測について

（大和ら）10) 

・コーン貫入試験（地盤試験所）6) 
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（２）N値 

鈴木ら 4)

状指数 Ic 

案している

 

	ୡܫ 	ൌ 		

 

ୡܰ 	ൌ 	

											 ୡܰ 	ൌ 	

 

ここで、

Ic 

Qt 

FR 

Nc 

qt 

 

)は、付図-3

 
7) で分類し

る。Ic、Ncは

ሼሺ3.47 െ log

ୡܫ		0.341
ଵ.ଽସ

0					ሺݍ௧ ≦ 0.

 

：土質性状

：基準化先

 ：基準化摩

：N値 

：先端抵抗

.2 に示すよ

し、コーン貫

はそれぞれ式

g	ܳ୲ሻଶ ൅	ሺ1.2

ሺݍ୲ െ 0.2ሻሺଵ.

2MPୟሻ 

状指数 

先端抵抗 

摩擦比 

抗 

付図-

うにコーン貫

貫入試験から

式（付 3.1）、

22 ൅ log	ୖܨ ሻଶ

ଷସି଴.଴ଽଶ଻	ூ೎ሻ			

-3.2 Icで分

貫入試験の先

得られる先

（付 3.2）に

ଶሽ଴.ହ       

		ሺݍ௧ ൐ 0.2M

分類した先端

先端抵抗と標

端抵抗と Ic

により算出す

          

MPୟሻ       

端抵抗と N値

標準貫入試験

c より N 値

する。 

          

          

値の関係 4) 

験の N 値の関

（Nc）を求め

          

          

関係を土質性

める方法を提

  （付 3.1）

  （付 3.2）

 

性

提

） 

） 
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（３）内部摩

Kulhawy a

（付図-3.3

から内部摩擦

 

 

   ߶ത୲ୡ 	ൌ 	

 

ここで、

߶ത୲ୡ 

 ୡݍ

Pୟ 

 ത௩௢ߪ

 

ϕᇱሺ

 

୯ܤ

 

摩擦角 

and Mayne 8)

中の式（付

擦角を推定す

17.6 ൅ 11.0	

 

 ：三軸圧

：先端抵

：大気圧

 ：鉛直全

ሺdegreesሻ 	ൌ

	ൌ 	 ሺݑଶ െ ଴ݑ

)は、コーン

付 3.3）参照）

する式（付 3

付図-

log	ሾሺݍୡ/Pୟሻ/

圧縮試験によ

抵抗 

圧 

全応力あるい

ൌ ௤଴.ଵଶଵܤ	29.5	

଴ሻ/ሺݍ୲ െ	ߪ୴଴

貫入試験か

）。また、Ma

3.4）を提案

-3.3 内部摩

/ሺߪത௩௢/Pୟሻ଴.ହሿ 

よる内部摩擦

いは上載圧 

ଵሾ0.256 ൅ 0.3

ሻ          

ら得られる先

ayne は、コー

案している。

摩擦角 φと先

           

擦角 

୯ܤ	336 ൅ log

          

先端抵抗と内

ーン貫入試験

 

先端抵抗の関

          

gܳሿ        

          

 

内部摩擦角の

験から得られ

関係 8) 

          

          

          

の関係式を提

れる間隙水圧

 

          

          

          

提案している

圧と先端抵抗

 （付 3.3）

  （付 3.4）

  （付 3.5）

る

抗

 

） 

） 
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Q	 ൌ 	 ሺݍ௧ െ ௏଴′                                                          （付ߪ/௏଴ሻߪ 3.6） 

 

ここで、 

ϕᇱ ：内部摩擦角 (ただし、20° < φ' < 45°) 

 ୯ ：正規化した間隙水圧 (ただし、0.1 < Bq < 1.0)ܤ

Q ：正規化した先端抵抗 

 ଴ ：静水圧ݑ

 ଶ ：コーン根元で計測された間隙水圧ݑ

௧ ：先端抵抗（ASTM D 5778ݍ により補正） 

 ௏଴ ：鉛直全応力ߪ

 ௏଴′ ：鉛直有効応力ߪ
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（４）相対密

地盤調査

るとしてお

いる（付図-

 

୰ܦ 	ൌ

 

 ここで、 

 ௥ܦ

 ௧ݍ

௏଴ߪ
ᇱ  

密度 

の方法と解説

り、殆どの実

-3.4 参照）。

ൌ	െ98 ൅ 66	l

：相対密

：先端抵

：鉛直有

説において、

実験結果が式

 

log	ሾሺݍ୲/9.8ሻ/

密度（%） 

抵抗（kN/m2）

有効応力（kN

付図-3.4 正

得ら

先端抵抗 q

式(付 3.7)で

/ሺߪ௏଴
ᇱ /9.8ሻ଴.ହ

 

N/m2） 

正規圧密砂地

られた基準化

qt と相対密度

で表される近

ହሿ         

 

地盤による室

化先端抵抗－

度は式（付

近似線から±

          

室内土槽実験

相対密度関係

3.7）により

σの範囲にお

          

験に基づいて

係 2) 

り関連付ける

おさまること

          

て 

ることができ

とが示されて

  （付 3.7）

 

き

て

） 
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（５）液状化抵抗 

地盤調査の方法と解説 2) から、時松と吉見らによる研究事例を紹介する。式（付 3.8）において、地

震の規模、加速度、鉛直有効応力、鉛直全応力、対象深さから τ/σvo’が得られ、これを式（付 3.10)に代

入することにより当該深さの（qt1）crを求める。次に、式（付 3.10）を式（付 3.9）に代入して液状化限

界先端抵抗（qt)cr を求める。実測の先端抵抗が（qt)cr より大きい場合は非液状化、小さい場合は液状化

と判定する。地盤調査の方法と解説 2） では、時松と吉見らの研究の他に、Robertson and Fear や Shibata 

and Teparaksa の研究事例が紹介されており、これらを参考にすることもできる。 

 

ఛ

ఙೇబᇱ
	ൌ 	0.1 ∙ ሺܯ െ 1ሻ ∙

ఈ೘ೌೣ

௚
∙
ఙೇబ
ఙೇబᇱ

∙ ሺ1 െ 0.015 ∙ ሻ                                      (付ݖ 3.8) 

 

௧ଵݍ 	ൌ 	 ሺ
଴.ଵ଻

଴.଴଻ା	ఙೇబᇱ
ሻ ∙ ௧                                                             (付ݍ 3.9) 

 

௧ଵሻ௖௥ݍ) 	ൌ 	0.1 ∙ ଶܥ ∙ ሾ50 ൅ 200 ∙ ሼ
ቆ ഓ

഑ೇబ
ᇲ ቇି଴.ଵ

ቆ ഓ

഑ೇబ
ᇲ ቇା଴.ଵ

ሽሿ                                            (付 3.10)  

 

ここで、 

τ ： 等価せん断応力振幅 (MN/m2) 

M ： 地震のマグニチュード 

αmax ： 地表面最大加速度 (m/s2） 

g ： 重力加速度 (m/s2) 

z ： 深さ (m) 

C2 ：  粒径の影響を考慮した補正係数で、 

D50≥0.25mm の砂は C2=1、D50≤0.25mm の細粒土は C2=D50/0.25 とする。 
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（６）細粒分

鈴木ら 4)は

に示すよう

ができる。 

   

௖ܨ 	ൌ

 

ここで、 

FC 

IC 

 

分含有率 

は、土質性状

に実験結果の

௖ܫ	1.0	
ସ.ଶ   

：細粒分含

：土質性状

状指数 Icと

のバラツキが

          

含有率 

状指数 

付

細粒分含有率

が大きいもの

           

付図-3.5 細粒

率 Fc の関係

のの、式（付

          

粒分含有率

係を式（付 3

付 3.11）によ

          

と ICの関係

3.11）の様に

より Icと Fc

          

係 4) 

に示している

c の相関関係

          

 

る。付図-3.5

係を表すこと

 （付 3.11）

5

と

） 
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（７）非排水

 地盤調査

排水せん断強

 

ܿ୳ 	ൌ

 

  ここで、

cu 

qt 

σvo 

Nkt 

 

 地盤調査

参照）。コー

比較し、サイ

 

水せん断強さ

の方法と解説

強さ cuは、

ൌ	 ሺݍ୲ െ /୚଴ሻߪ

、 

：非排水せ

：先端抵抗

：鉛直全応

：コーン係

の方法と解説

ーン係数 Nkt

イト特有の値

さ 

説 2)における

式（付 3.12

/ ୩ܰ୲       

せん断強さ

抗（kN/m2） 

応力（kN/m2）

係数 

説 2) では、コ

tを設定する

値を設定する

付図-3.6 

る粘性土の非

2）により、

           

（kN/m2） 

） 

コーン係数 

際は、別途

ることが望ま

わが国の海

（せん断強

非排水せん断

関連付ける

          

Nktは8～16

室内試験を実

ましい。  

 

海成粘土で得

強さを qu/2

断強さの評価

ことができ

          

6の範囲であ

実施して、電

得られたコー

で求めた場合

価手法を紹介

る。 

          

あることが紹

電気式コーン

ーン係数Nkt 

合）2) 

介する。先端

          

紹介されてい

ン貫入試験の

端抵抗 qt と非

（付 3.12）

る（付図-3.6

の試験結果と

 

非

 

6

と
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（８）圧密係

大和ら 10)

を求めるこ

3.14）参照）

(Jean-Louis

関係が示され

して設定す

の研究事例

 

S	 ൌ

 

t	 ൌ

 

ここで、 

Δσi 

T50 

t50 

R 

 

係数と圧密沈

は、間隙水圧

とで、粘性土

。なお、体積

s Riaund an

れている（付

る必要がある

を紹介してい

ൌ 		Σ݉௩ ∙ Δߪ௜

ൌ 	 ೡ்∙୼ுమ

௖ೡ
								

：有効応

：過剰間

：過剰間

：コーン

沈下 

圧の消散試験

土層の圧密沈

積圧縮係数(m

nd Jerome M

付表-3.2 参

る。また、「

いる。 

௜ ∙ ΔH௜											݉

ܿ௩ 	ൌ 	 ܿ௛ 	ൌ

応力の増分（

間隙水圧 50％

間隙水圧 50％

ン半径（cm）

験から圧密係

沈下や不同沈

mv)を求める

iran, 1992)

照）。ただし

「コーン貫入

݉௩ 	ൌ 	
ଵ

ఈ∙௤೎
ሺ
௠

௞

	8.64	 ൈ	10ସ

（kN/m2） 

％消散時の理

％消散時の経

 

付表-3

係数 (cv)を

沈下の検討が

る際に用いる

)」11) に土質

し、経験係数

入試験（地盤試

௠మ

௞ே
ሻ        

ସ 	 ఱ்బோమ

௧ఱబ
		ሺ

௖௠మ

ௗ௔௬
ሻ

理論時間ファ

経過時間 (s)

3.2 経験係

求め、先端抵

が可能として

る経験係数 

質分類及び先

数(α)はばらつ

試験所）」 6

          

ሻ          

ァクター （≒

) 

数 α 11) 

抵抗 (qc) か

ている（式（

(α)は、「The 

先端抵抗 (qc

つきが大きい

6) では、Mei

          

           

≒0.196） 

から体積圧縮

（付 3.13）並

Cone Penetr

c) と経験係数

いものもある

igh による経

          

           

 

縮係数 (mv)

並びに式（付

ration Test,

数 (α) との

るため、注意

経験係数 (α)

 （付 3.13）

 （付 3.14）

) 

付

, 

の

意

)

） 

） 
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（９）単位体

Robertson

3.15）を提案

式（付 3.17

 

ோߛ 	ൌ 	3.53	 l

なお、摩擦

 

௙ܴ 	ൌ 	100	
௙

௤

 

௧ߛ 	ൌ 	2.156	

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体積重量 

n 12) は、大気

案している。

7）を提案し

log ቀ
௤೟
௣ೌ
ቁ 	൅ 	2

擦比はコーン

௙ೞ
௤೟
          

	log ቀ
௤೟
௣ೌ
ቁ 	െ

付図-3.7

気圧 Pa（0.

。また、阪田

、室内試験

݃݋݈	2.65 ௙ܴ 	൅

ンの周面摩擦

          

݃݋݈	1.176	 ௙ܴ

7 式(付 3.

.1MPa）並び

田ら 13) や岡

との比較を行

൅ 	12.11	    

擦 fsと先端抵

          

௙ 	൅ 	14.161 

15)と室内試

びに摩擦比 R

岡ら 14)は、我

行っている

          

抵抗 qtの比

          

          

試験から得ら

Rf（%）から単

我が国の地盤

（付図-3.7 参

          

比であり、式

          

          

られた単位体

単位体積重量

盤を対象とし

参照）。 

          

（付 3.16）で

          

           

体積重量の比

量 γを推定で

した単位体積

          

で求めること

          

           

比較 13)、14) 

できる式（付

積重量の推定

 （付 3.15）

とができる。

  (付 3.16)

 (付 3.17)

 

付

定

） 

 

) 
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５．コーン貫入試験結果を用いた設計方法  

（１）基礎の支持力評価 

国内の港湾構造物では、標準貫入試験の試験結果（N 値）に関する豊富なデータベースや設計者の経

験から、N値を基本とした設計方法が広く用いられている。一方、コーン貫入試験が実施された事例は少

なく、コーン貫入試験の測定結果を用いた基礎構造の設計は確立されていない。また、国外ではコーン

貫入試験は広く用いられており、API-RP-2GEO 15) ではコーン貫入試験の測定結果を用いた設計手法が提

案されている。 

これらの状況を踏まえると、コーン貫入試験の測定結果を用いた基礎構造の設計法としては、以下２

つの方法が考えらえる。これらの設計式を用いる場合、両者の設計方法を比較して、慎重に支持力を選

定するのが望ましい。 

・方法１： コーン貫入試験結果から N 値やコーン係数を算出し、N 値の使用を基本としている港湾

の施設の技術上の基準・同解説 16) にしたがって、極限支持力を算出する。 

・方法２： API-RP-2GEO 15) などの設計規格にしたがって、コーン貫入試験の測定結果から直接極限

支持力を算出する。 

  

 なお、API-RP-2GEO 15) の Appendix で紹介されている設計式は以下の 4 通りである。各照査式の各方

法の使い分け方について現在まで明記しているものはないため、取り扱いには十分に注意する必要があ

る。 

A）ICP‐05 (Imperial Collage Pile 2005) 

B）UWA‐05 (University of Western Australia) 

C）Fugro‐96/05 

D）NGI‐05 (Norwegian Geotechnical Institute 2005 

 

（２）地盤ばね 

 構造解析に入力する地盤ばねについて、基礎の支持力評価と同様に、港湾の施設の技術上の基準・同

解説 16)や風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 17)といった国内の基準では標準貫入試験の試験結果

（N値）から設定する設計方法が提案されている。一方、海外基準の API-RP-2GEO 15) ではコーン貫入試

験から得られる内部摩擦角や単位体積重量から設定する設計手法が提案されている。 
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付属書 4 洗掘の検討 

 

１．杭基礎構造における局所洗掘量 

（１）流れによる円柱まわりの洗掘 1) 

Shen（1969）の流れによる洗掘量 Zの推定式は下記で示されている。 

 

  ܼ ൌ 	ܦሺ   ܦ1.4 ൑ 	0.9݉ሻ ・・・・・・・・・・・・・・・・(付 4.1) 

  ܼ ൌ 	ܦ଴.଻ହ  ሺܦ1.05 ൐ 	0.9݉ሻ ・・・・・・・・・・・・・・・・(付 4.2) 

ここにおいて、 ܼ：洗掘深さ（m） 

 流れに対する円柱の投影幅（m）：ܦ

 

（２）波による円柱まわりの洗掘 1) 

Sumer（1992）2)の波による動的な最大洗掘量 Sの推定式は下記で示され、この式は DNVGL-ST-01263）

にも掲載されている。 

  ܵ ⁄ܦ ൌ 1.3ሼ1 െ ܥܭሾെ0.03ሺ݌ݔ݁ െ 6ሻሿሽ  ܥܭ ൒ 6・・・・・・・・・・・・(付 4.3) 

 

    ここに、 

    ܵ：最大洗掘深さ（m） 

 円柱基礎の径（m）：ܦ 

 Keulegan-Carpenter 数：ܥܭ 

ܥܭ    ൌ
௨ౣ౗౮∙்

஽
௠௔௫ݑ    ൌ

గ∙ு

் ௦௜௡௛ሺ௞௛ሻ
 

ここに、 

 ୫ୟ୶：海底における流速変化の最大値(m/s)ݑ

ܶ：波の周期(s) 

 波高（m）：ܪ

݄：水深（m） 

݇：波数 

൬
ߨ2
ܶ
൰
ଶ

ൌ ݃ ∙ ݇ tanhሺ݄݇ሻ 

 

波による円柱基礎まわりの洗掘量は付図-4.1 に示されるように KC 数が大きくなると洗掘深さ Sは 

1.3Dに漸近していくことが示されている。ただし、実海域での洗掘現状は複雑であるため、設計におい

ては余裕をもった設計洗掘量を設定しておく必要があると考えられる。 
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２．重力式構

（１）波に
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4.2 護岸堤

まわりの洗掘
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掘深さの推定
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付属書 5 氷

 

JIS 1400-

物の設計に

ル 1)から移動

 

１．直立面

氷荷重に対す

-3 附属書 E

おいて考慮す

動氷による氷

に作用する水

する洋上風力

に記載され

すべき代表的

氷荷重を紹介

水平荷重 

力発電設備等

れるサイト特性

的な氷荷重に

介する。 

等の支持構造

性に応じた氷

について、氷

造物の設計 

氷荷重のうち

氷海域におけ

ち、洋上風力

ける海岸・海

力発電設備等

海洋構造物設

 

 

等の支持構造

設計マニュア

造

ア
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２．斜面に作作用する荷重重 
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参考文献 

1) 寒地地港湾技術研研究センターー（平成 8年年）、氷海域に

 

における海岸岸・海洋構造造物設計マニ

 

ニュアル 
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付属書 6  抵抗係数の設定例（短期荷重及び疲労荷重） 

 

この付属書では、タワー、下部構造、基礎に対する短期荷重及び疲労荷重時の安全性・安定性照査に

用いる抵抗係数の設定例を示す。ただし、これらの抵抗係数を照査に用いる際は、それぞれの抵抗係数

が対象としている照査式の適用範囲や対象とする支持構造物の構造形式などの技術的根拠を踏まえて、

適切に選定する必要がある。 

 

（１）タワーの安全性照査に用いる抵抗係数 

１）短期荷重の設計に用いる抵抗係数 

付表-6.1 に、短期荷重の設計に用いる抵抗係数の設定例を示す。これらは、JIS C1400-1 1) で設定

されている抵抗係数に基づいて設定したものである。 

 

付表-6.1 タワーの短期荷重の設計に用いる抵抗係数の設定例 

荷重組み合わせ 照査項目 抵抗係数 備考 

短期荷重 

1）発電中 

2）発電中の故障 

3）発電開始時 

4）通常発電停止 

5）緊急停止 

6）停止時 

7）休止時＋故障 

8）輸送・設置・メンテナンス・修理時 

9）海氷発生時 

タワー筒身 1.10 注 1 x 1.00 注 2 JIS C1400-1 1) 

タワー継手部 1.10 注 3 x 1.00 注 2 JIS C1400-1 1) 

注 1： 円筒タワー及び翼のような曲面シェル構造の全体的な座屈に対しては、係数を 1.20 以上とする。 

注 2： タワーは損傷が生じると洋上風力発電設備等の不具合につながる可能性がある「非フェイルセーフ」の

構造的要素であるため、JIS C1400-1 1)に記載のある損傷結果に関する安全係数 γn（短期荷重の場合、

γn=1.00）を考慮する必要がある。 

注 3： 一般にタワー継手部の照査で簡易評価手法として用いられる Petersen の手法においては、破壊モード

及び破壊部位それぞれについて抵抗係数を定めている。 

 

２）疲労荷重の設計に用いる抵抗係数 

付表-6.2 に、疲労荷重の設計に用いる抵抗係数の設定例を示す。これらは、JIS C1400-1 1) で設定

されている抵抗係数に基づいて設定したものである。 

 

付表-6.2 タワーの疲労荷重の設計に用いる抵抗係数の設定例 

荷重組み合わせ 照査項目 抵抗係数 備考 

疲労荷重 

タワー筒身 1.10 x 1.15 注 1 JIS C1400-1 1) 

タワー継手部 1.10 x 1.15 注 1 JIS C1400-1 1) 

注 1： タワーは損傷が生じると洋上風力発電設備等の不具合につながる可能性がある「非フェイルセーフ」の

構造的要素であるため、JIS C1400-1 1)に記載のある損傷結果に関する安全係数 γn（疲労荷重の場合、

γn=1.15）を考慮する必要がある。 
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３）他の設計規格・ガイドラインにおける抵抗係数との比較 

JIS C1400-3 2)では、タワー構造の照査方法に関して、一般に認知された洋上風車設計規格・ガイドラ

インが参照されている。抵抗側の安全性を確保するための係数に着目すると、この設計規格・ガイドラ

インによって、その呼び方が異なっている。例えば、DNVGL 基準や国際基準（IEC）では抵抗係数であり、

風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 4)は安全率である。また、本基準解説では付表-6.1 において、

材料安全係数（γm）と損傷結果に対する部分安全係数（γn）に分けて抵抗側の安全性を確保することと

している。これらの係数を比較すると付表-6.3 のとおりとなる。 

 

付表-6.3 部分安全係数の各規格まとめ 

照査項目 
荷重 

タイプ 

γm(材料安全係数)、γn(損傷結果に対する部分安全係数) 

γm×γn 

DNVGL-ST-0126 3) 
風力発電設備支持物 

構造設計指針・同解説 4) 
本技術基準解説での例 

（付表-6.1、6.2） 

タワー筒身の 

安定性 

(全体座屈) 

短期荷重 

γm×γn:1.20×1.00 

(規格・ガイドラインで提案されてい

る式とともに材料安全係数・部分安全

係数が規定されている場合はそちら

に従う。) 

EN1993-1-6 の場合： 

1.10 注 1(Material factor) 

DNV-RP-C202 の場合： 

1.10 以上 注 1、2(Material 

factor) 

- 

降伏と局所座屈 短期荷重 
γm×γn: 

1.10 
- - 

タワー継手部 短期荷重 
γm×γn: 

1.10 
- - 注 3 

タワー筒身 疲労荷重 
γm×γn: 

1.10×1.15 
1.15 注 4 

γm×γn: 

1.10×1.15 

タワー継手部 疲労荷重 
γm×γn: 

1.10 注 3×1.15 
- 

γm×γn: 

1.10×1.15 

注 1： 
DNVGL-ST-0126 では”Material factor”という言葉にて定義されている。ここでは、JIS C1400-1 において定義

されている”材料安全係数”x”損傷結果に対する部分安全係数”相当で使われていると解釈した。 

注 2： 軸力・曲げ・せん断力の組合せを考慮した関数で与えられる。 

注 3： 
Peterson の手法を適用している。この場合、塔体やフランジの材料強度を 1.1 で割って評価を行っており材料安

全係数が含まれると考えられる。 

注 4： DNVGL-ST-0126 3)表 4-21 の DFF=2 の場合を適用する。 
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（２）下部構造及び基礎の安全性照査に用いる抵抗係数 

１）鋼構造の短期荷重の設計に用いる抵抗係数 

付表-6.4 に、鋼構造の短期荷重の設計に用いる抵抗係数の設定例を示す。これらは、ISO19902 5) で

設定されている抵抗係数に基づいて設定しているが、この他に鋼・合成構造標準示方書 6)や

DNVGL-ST-0126 3)等で抵抗係数が設定された事例がある。 

     

付表-6.4 鋼構造の短期荷重の設計に用いる抵抗係数の設定例 

荷重組み合わせ 照査項目 抵抗係数 備考 

短期荷重 

1）発電中 

2）発電中の故障 

3）発電開始時 

4）通常発電停止 

5）緊急停止 

6）停止時 

7）休止時＋故障 

8）輸送・設置・メンテナンス・修理時 

9）海氷発生時 

引張・曲げ・ 

せん断を 

受ける部材 

1.05 ISO19902 5) 

圧縮を 

受ける部材 
1.18 ISO19902 5) 

 

２）鋼構造の疲労荷重の設計に用いる抵抗係数 

鋼構造の疲労荷重の照査は、海洋鋼構造での適用実績を踏まえて、ISO の海洋構造物設計規格又はそ

の他の一般に認知された海洋設計規格に規定された S-N 曲線並びに疲労安全率（DFF, Damage Fatigue 

Factor）等を用いて行われることが多いと考えられるため、抵抗係数の設定例は省略する。 

 

３）コンクリート構造の短期荷重の設計に用いる抵抗係数 

付表-6.5 に、コンクリート構造の短期荷重の設計に用いる抵抗係数の設定例を示す。これらは、コ

ンクリート標準示方書 7)や DNVGL-ST-0126 3)で設定されている抵抗係数に基づいて設定したものであ

る。 

 

付表-6.5 コンクリート構造の短期荷重の設計に用いる抵抗係数の設定例 

荷重組み合わせ 照査項目 抵抗係数 備考 

短期荷重 

1）発電中 

2）発電中の故障 

3）発電開始時 

4）通常発電停止 

5）緊急停止 

6）停止時 

7）休止時＋故障 

8）輸送・設置・メンテナンス・修理時 

9）海氷発生時 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

1.30 注 1 コンクリート標準示方書 7) 

1.45 DNVGL-ST-0126 3) 

鉄筋 

1.00 または 

1.05 注 1、注 2 
コンクリート標準示方書 7) 

1.10 DNVGL-ST-0126 3) 

注 1： コンクリート標準示方書 7)では、上記の抵抗係数に加えて、部材断面耐力の計算上の不確実性、部材寸法

のばらつき、部材の重要度、破壊性状などを考慮した部材係数も考慮する必要がある。 

注 2： 鉄筋及び PC 鋼材の場合は 1.00、それ以外の鋼材の場合は 1.05 とする。 
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４）コンクリート構造の疲労荷重の設計に用いる抵抗係数 

付表-6.6 に、コンクリート構造の疲労荷重の設計に用いる抵抗係数の設定例を示す。これらは、コ

ンクリート標準示方書 7)並びに DNVGL-ST-0126 3)で設定されている抵抗係数に基づいて設定したもの

である。 

 

付表-6.6 コンクリート構造の疲労荷重の設計に用いる抵抗係数の設定例 

荷重組み合わせ 照査項目 抵抗係数 備考 

疲労荷重 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

1.30 注 1 コンクリート標準示方書 7) 

1.50 DNV GL-ST-0126 3) 

鉄筋 

1.05 注 1 コンクリート標準示方書 7) 

1.10 DNV GL-ST-0126 3) 

注 1： コンクリート標準示方書では、上記の抵抗係数に加えて、部材断面耐力の計算上の不確実性、部材寸法の

ばらつき、部材の重要度、破壊性状などを考慮した部材係数も考慮する必要がある。 
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（３）基礎の安定性照査に用いる抵抗係数 

１）杭式基礎の安定性照査（短期荷重）に用いる抵抗係数 

付表-6.7 に、杭式基礎の安定性照査（短期荷重）に用いる抵抗係数の設定例を示す。これらは、風

力発電設備支持物構造設計指針・同解説 4)で設定されている安全率の値に基づいて抵抗係数を設定した

ものである。 

 

付表-6.7 杭式基礎の安定性照査（短期荷重）に用いる抵抗係数の設定例 

荷重組み合わせ 照査項目 抵抗係数 備考 

短期荷重 

1）発電中 

2）発電中の故障 

3）発電開始時 

4）通常発電停止 

5）緊急停止 

6）停止時 

7）休止時＋故障 

8）輸送・設置・メンテナンス・修理時 

9）海氷発生時 

押込み力 1.50 

風力発電設備支持物構

造設計指針・同解説 4) 

9.4.3 項 （短期荷重） 

引抜き力 15/8 

風力発電設備支持物構

造設計指針・同解説 4) 

9.4.3 項 （短期荷重） 

 

２）重力式基礎の安定性照査（短期荷重）に用いる抵抗係数 

付表-6.8 に、重力式基礎の安定性照査（短期荷重）に用いる抵抗係数の設定例を示す。これらは、

DNVGL-ST-0126 3)に示される重力式基礎の安定性照査（短期荷重）に用いる抵抗係数に基づいて設定し

たものである。なお、地盤の安定性の照査方法は、DNVGL-ST-0126 3)や Eurocode7 8)において、いくつ

かの方法が提示されている。例えば、地盤の安定性を有効応力解析（ c’, tanΦ’ ）で行うか、全応力

解析（ cu, tanΦu ）で行うかによって用いる係数が異なる（付表-6.8、注 1 参照）ので、抵抗係数を

設定する際は、解析手法との組み合わせを踏まえて、適切に検討する必要がある。重力式基礎の安定

性の照査に関しては、上記の他に、風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 4)でも、その照査法が

設定されている（付属書 8参照）。 

 

付表-6.8 重力式基礎の安定性照査（短期荷重）に用いる抵抗係数の設定例 

荷重組み合わせ 照査項目 抵抗係数 備考 

短期荷重 

1）発電中 

2）発電中の故障 

3）発電開始時 

4）通常発電停止 

5）緊急停止 

6）停止時 

7）休止時＋故障 

8）輸送・設置・メンテナンス・修理時 

9）海氷発生時 

支持力 1.00 DNVGL-ST-0126 3） 

滑動 1.00 DNVGL-ST-0126 3） 

注１：支持力、滑動ともに材料係数として以下の値を考慮する。 

Effective stress analysis（有効応力解析）の場合 ： 1.15 

Total stress analysis（全応力解析）の場合    ： 1.25 
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付属書 7 安全性照査に関する許容応力度の設定例（長期荷重、地震荷重、津波荷重） 

 

この付属書では、タワー、下部構造、基礎に対する長期荷重、地震荷重、津波荷重の安全性照査に用

いる許容応力度の設定例を示す。ただし、これらの許容応力度を照査に用いる際は、それぞれの許容応

力度が対象としている照査式の適用範囲や対象とする支持構造物の構造形式などを踏まえて適切に選定

する必要がある。 

 

（１）タワーの安全性照査に用いる許容応力度の設定例 

付表-7.1、付表-7.2 に、タワーの安全性照査に用いる許容応力度の設定例を示す。これらは、風力

発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)で設定されている許容応力度に基づいて設定したものである。 

 

付表-7.1 タワー筒身の許容応力度の設定例 

荷重組み合わせ 

適用基準 注 1 

備考 港湾の施設の技術上の基

準・同解説（H11 年版）2) 

風力発電設備支持物 

構造設計指針・同解説 1) 

本基準 

独自の 

荷重組み 

合わせ 

長期荷重 - 7.2.4 項（長期）、7.3.4 項（長期）  

稀に発生する地震動 - 7.2.4 項（長期）、7.3.4 項（短期）  

港湾レベル 1 地震動 - 7.2.4 項（長期）、7.3.4 項（短期）  

極めて稀に発生する地震動 - 7.2.4 項（短期）、7.3.4 項（極稀）  

設計津波 注 2 - 7.2.4 項（短期）、7.3.4 項（短期）  

注 1： 本付属書（３）に、風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)の該当箇所（抜粋）を示す。 

注 2： 
設計津波は上記に示す許容応力度設計法に替えて、性能照査を実施してもよい。港湾レベル 2 地震動は、表

-解 2.1.1.7 に示すように性能照査を行うものとする。 

 

付表-7.2 タワー継手部の許容引張力、許容すべり耐力の設定例 

荷重組み合わせ 

適用基準 注 1 

備考 港湾の施設の技術上の基

準・同解説（H11 年版）2) 

風力発電設備支持物 

構造設計指針・同解説 1) 

本基準 

独自の 

荷重組み 

合わせ 

長期荷重 - 

7.2.4 項（長期） 
7.3.2 項（長期） 
7.3.4 項（長期） 

 

稀に発生する地震動 - 

7.2.4 項（短期） 
7.3.2 項（短期） 
7.3.4 項（短期） 

 

港湾レベル 1 地震動 - 

7.2.4 項（短期） 
7.3.2 項（短期） 
7.3.4 項（短期） 

 

極めて稀に発生する地震動 - 

7.2.4 項（短期） 
7.3.2 項（極稀） 

7.3.4 項（極稀） 
 

設計津波 注 2 - 

7.2.4 項（短期） 
7.3.2 項（短期） 

7.3.4 項（短期） 
 

注 1： 本付属書（３）に、風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)の該当箇所（抜粋）を示す。 

注 2： 
設計津波は上記に示す許容応力度設計法に替えて、性能照査を実施してもよい。港湾レベル 2 地震動は、表

-解 2.1.1.7 に示すように性能照査を行うものとする。 
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（２）下部構造及び基礎の安全性照査に用いる許容応力度の設定例 

１）鋼構造の安全性照査に用いる許容応力度 

付表-7.3 に、鋼構造の安全性照査に用いる許容応力度の設定例を示す。これらは、風力発電設備支

持物構造設計指針・同解説 1)及び港湾の施設の技術上の基準・同解説 2)で規定されている許容応力度に

基づいて設定したものである。長期荷重に対する許容応力度は、風力発電設備支持物構造設計指針・

同解説 1)と港湾の施設の技術上の基準・同解説 2)の両方のものが併記されているが、これは構造形式や

照査対象部材にあわせて適切なものを選定する必要があることを意味している。 

 

付表-7.3 鋼構造の安全性照査に用いる許容応力度の設定例 

荷重組み合わせ 

適用基準 注 1 

備考 
港湾の施設の技術上の基

準・同解説（H11 年版）2) 

風力発電設備支持物構

造設計指針・同解説 1) 

本基準 

独自の 

荷重組み 

合わせ 

長期荷重 
第 3 編 第 2 章 

2.3.2 項、2.3.7 項 
または  

7.2.4 項（長期） 

7.3.4 項（長期） 

第 3 編 第 2 章 2.3.2 項や

2.3.7 項では、許容応力度の 

割増係数は考慮されていない 

稀に発生する地震動 - 
7.2.4 項（短期） 

7.3.4 項（短期） 
 

港湾レベル 1 地震動 
第 3編 第 2章 

2.3.2 項、2.3.7 項 
- 

許容応力度の割増係数 1.50

（地震の影響を考えた場合） 

極めて稀に発生する 

地震動 注 2 
- 

7.2.4 項（短期） 

7.3.4 項（極稀） 
 

設計津波 注 2 

第 3 編 第 2章 

2.3.2 項、2.3.7 項 

を準用 

- 

許容応力度の割増係数 1.50

（地震の影響を考えた場合を

準用） 

注 1： 本付属書（３）に、風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)及び港湾の施設の技術上の基準・同解説 2)の

該当箇所（抜粋）を示す。 

注 2： 極めて稀に発生する地震動と設計津波は上記に示す許容応力度設計法に替えて、性能照査を実施してもよい。

また港湾レベル 2地震動は、表-解 2.1.1.7 に示すように性能照査を行うものとする。 
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２）コンクリート構造の安全性照査に用いる許容応力度 

付表-7.4 にコンクリート構造の安全性照査に用いる許容応力度の設定例を示す。これらは、風力発

電設備支持物構造設計指針・同解説 1)及び港湾の施設の技術上の基準・同解説 2)で設定されている許容

応力度に基づいて設定したものである。長期荷重に対する許容応力度は、風力発電設備支持物構造設

計指針・同解説 1)と港湾の施設の技術上の基準・同解説 2) の両方のものが併記されているが、これは

構造形式や照査対象部材にあわせて適切なものを選定する必要があることを意味している。 

 

付表-7.4 コンクリート構造の安全性照査に用いる許容応力度の設定例 

荷重組み合わせ 

適用基準 注 1 

備考 
港湾の施設の技術上の基

準・同解説（H11 年版）2) 

風力発電設備支持物構造

設計指針・同解説 1) 

本基準 

独自の 

荷重組み 

合わせ 

長期荷重 第 3編 第 3章 3.3 節 または 9.2.5 項（長期） 

第 3 編 第 3 章 3.3 節では、

許容応力度の割増係数は考

慮されていない 

稀に発生する地震 - 9.2.5 項（短期）  

港湾レベル 1 地震動 第 3編 第 3章 3.3 節  - 
許容応力度の割増係数 1.50

（地震の影響を考えた場合） 

極めて稀に発生する 

地震動 注 2 
- 9.2.5 項（極稀）  

設計津波 注 2 第 3 編 第 3章 3.3 節 - 

許容応力度の割増係数 1.50

（地震の影響を考えた場合

を準用） 

注 1： 本付属書（３）に、風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)及び港湾の施設の技術上の基準・同解説 2)の該

当箇所（抜粋）を示す。 

注 2： 極めて稀に発生する地震動と設計津波は上記に示す許容応力度設計法に替えて、性能照査を実施してもよい。

また港湾レベル 2地震動は、表-解 2.1.1.7 に示すように性能照査を行うものとする。 
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（３）各基準

ここでは、

 

１）タワー

以下で

継手部の許

 

 

準類における

、（１）、（２
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は、風力発電

許容引張力、
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る許容応力度

２）の許容応

照査に用いる

電設備支持物
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風力発電設備支

度の内容 

応力度の設定

る許容応力度

物構造設計指

り耐力に関す

支持物構造設計

定例で引用し

度 

指針・同解説

する記述（抜

 
計指針・同解説

た基準や指針

説 1)における

抜粋）を示す

説 1）から抜粋）

針の記述（抜

るタワー筒身

す。 

） 
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す。 

力度、タワーー
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（風力発電設備支持物構造設計計指針・同解説 1）から抜粋） 
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(3) 圧縮，曲げおよびせん断（ねじれによるせん断を含む）の積雪時，発電時，暴風時ならびに地民

時の応力度に対する短期許容応力度は．半径板厚比（nペ）の｛置に応じて，それぞれ次の 1）～3）により

求める。

1）許容圧縮応力度。fa-(N/cm2）は次式による。

（古）xl.5

ん＝{ { 0.267 F + 0.4F[ 2＂吋

（キcu«.•)x 1.5 

（子 o.~7：.~：n
(o.311( f）問中.567（引っ

(2.s67(f r sf) 
(7.13) 

ここで， a ：弾性恥h圧縮座屈応力度で，次式により定める。

。叶，_ o.,oi{,-exp[-M 7 t]}} 
2）許容曲げ応力度 bf.。(N/cm2）は次の式による。

（合）111.5

ι＝｛叶
(fisゐ凡，｝I .5 

(7.14) 

( 7 壬0.274(Jf'l 

( 0.2叫（%）問中106（引
(2.106(fr官三？）

(7.15) 

ここで， bσm：弾性曲げ座屈応力度で．攻式により定めるω
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3) 許容せん断応力度 sん (N/cm2）は次式による。

（占）x1.s

ん－H立子叫1側ーで~＇( Ff Ej"' ]}xl.5 (0却何回1ム勾宗）°81

(iii ,ucr,~ )xt.5 

ここでE

I ：座屈区間長さ（cm)

,ac,,• ：弾性せん断座屈応力度，式（7.18）により定める

「「 M 「31珂
_ _ 4.83E t I. A AAAAI l ( r Y2 I I 

ん＝ V•8 [1/r(r/t戸J;l・＋_. __ jyl;¥,) J J (7.1町

(4）極めて桶に発生する地震荷重に対する許容応力度は，半径桓厚比（r.庁）の値に応じて，それぞれ肢の

I）～3）により求めるω

1）許容圧縮応力度 eん (N/cm2）は次式による。

F 

cq・『..

（？三0噌r71

( 0.377(i）問中2.567（ザ）
(2.s61(f J"12 ~7) 

ここで， cσer.• ：弾性軸圧縮座屈応力度で，式（7.14）により定める白

(7.19) 
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（風力発発電設備支持物

 

 

 

 

物構造設計指針針・同解説 1）かから抜粋） 
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*1 

*1：ここの「レベル 2 地震」は、「極めて稀に発生する地震動」を指す。 
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２）下部構

以下で

関する記述

性照査に用

 

 

 

 

構造及び基礎

は、港湾の施

述（抜粋）を

用いる許容応

礎の安全性照

施設の技術上

を示す。なお

応力度は、１

照査に用いる

上の基準・同

お、風力発電

１）と重複す

る許容応力度

同解説 2)におけ

電設備支持物

するため省略

（港湾

（港湾の施設

度 

ける鋼構造の

物構造設計指針

略する。 

湾の施設の技術

の技術上の基

の安全性照査

針・同解説

術上の基準・同

準・同解説 H1

査に用いる許

1)における鋼

同解説 H11 年版

11 年版 2）から

許容応力度に

鋼構造の安全

 

版 2）から抜粋）

ら抜粋） 

に

全

 

） 
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以下で

における

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は、港湾の施

コンクリー

施設の技術上

ト構造の安全

上の基準・同

全性照査に用

同解説 2)及び

用いる許容応

（港湾の施設
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応力度に関す

設の技術上の基

設備支持物構

する記述（抜

基準・同解説 H

構造設計指針

抜粋）を示す

H11 年版 2）か

針・同解説 1

す。 

ら抜粋） 

)
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（風力発電設設備支持物構造造設計指針・同同解説 1）からら抜粋） 
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付属書 8 安定性照査に関する許容支持力及び安全率の設定例（長期荷重、地震荷重、津波荷重） 

 

この付属書では、基礎に対する長期荷重、地震荷重、津波荷重の安定性照査に用いる許容支持力及び

安全率の設定例を示す。ただし、これらの許容支持力及び安全率を照査に用いる際は、それぞれの許容

支持力及び安全率が対象としている照査式の適用範囲や対象とする支持構造物の構造形式などを踏まえ

て適切に選定する必要がある。 

 

（１）基礎の安定性照査に用いる許容支持力及び安全率の設定例 

１）杭式基礎 

付表-8.1、付表-8.2 に、杭式基礎の支持力照査に用いる許容支持力及び安全率の設定例を示す。こ

れらは、風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)及び港湾の施設の技術上の基準・同解説 2)で設定

されている許容支持力及び安全率に基づいて設定したものである。 

 

付表-8.1 杭式基礎の鉛直支持力の照査に用いる安全率注 1の設定例 

荷重組み合わせ 

適用基準 

備考 
港湾の施設の技術上の 

基準・同解説（H11 年版）2) 

風力発電設備支持物 

構造設計指針・同解説 1) 

本基準 

独自の 

荷重組み

合わせ 

長期荷重 
第 5 編 第 4 章  

4.1.2 項（常時） 
または 9.4.3 項（長期） 

第 5 編 第 4 章 4.1.2 項（常時） 

： 安全率 2.5 

 

9.4.3 項（長期） 

： 安全率 3.0 

稀に発生する地震 - 9.4.3 項（短期） 安全率 1.5 

港湾レベル 1地震動 
第 5 編 第 4 章  

4.1.2 項（地震時） 
- 

支持杭：安全率 1.5 

摩擦杭：安全率 2.0 

極めて稀に発生する 

地震動 
- 9.4.3 項（極稀） 安全率 1.0 

設計津波 
第 5 編 第 4 章  

4.1.2 項（地震時） 
- 

支持杭：安全率 1.5 

摩擦杭：安全率 2.0 

注 1： 安全率の値の適用の詳細については、本付属書（２）に示した、風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)

及び港湾の施設の技術上の基準・同解説 2)の該当箇所（抜粋）を参照。 
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付表-8.2 杭式基礎の引抜き力の照査に用いる安全率注 1の設定例 

荷重組み合わせ 

適用基準 

備考 
港湾の施設の技術上の 

基準・同解説（H11 年版）2) 

風力発電設備支持物 

構造設計指針・同解説 1) 

本基準 

独自の 

荷重組み 

合わせ 

長期荷重 
第 5 編 第 4 章 

4.2.2 項（常時 
または 9.4.3 項（長期） 

第 5 編 第 4 章 4.2.2 項（常時） 

： 安全率 3.0 

 

9.4.3 項（長期） 

： 安全率 15/4 または 3.0 

稀に発生する地震 - 9.4.3 項（短期） 安全率 15/8 または 1.5 

港湾レベル 1地震動 
第 5 編 第 4 章  

4.2.2 項（地震時） 
- 安全率 2.5 

極めて稀に発生する 

地震動 
- 9.4.3 項（極稀） 安全率 1.2 または 1.0 

設計津波 
第 5 編 第 4 章  

4.2.2 項（地震時） 
- 安全率 2.5 

注 1： 安全率の値の適用の詳細については、本付属書（２）に示した風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)及

び港湾の施設の技術上の基準・同解説 2) の該当箇所（抜粋）を参照。 
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２）重力式基礎 

付表-8.3、8.4、8.5 に、重力式基礎の安定性照査（支持力、転倒、活動）に用いる許容支持力及び

安全率の設定例を示す。これらは、風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)及び港湾の施設の技術

上の基準・同解説 2)で設定されている許容支持力及び安全率に基づいて設定したものである。 

 

付表-8.3 重力式基礎の支持力照査に用いる安全率注 1の設定例 

荷重組み合わせ 

適用基準 

備考 
港湾の施設の技術上の基

準・同解説（H11 年版）2) 

風力発電設備支持物構

造設計指針・同解説 1) 

本基準 

独自の 

荷重組み 

合わせ 

長期荷重 

第 5編 第 2章 

2.5 節（波圧時） 

6.1 節  
または 

9.3.3 項 

（長期） 

第 5 編 第 2 章 2.5 節（波圧時） 

偏心傾斜荷重の支持力 

： 安全率 1.0 

 

第 5 編 第 2 章 6.1 節 

円弧すべりによる斜面安定 

： 安全率 1.3 

 

9.3.3 項（長期） 

： 安全率 3.0 

稀に発生する地震 - 
9.3.3 項 

（短期） 
安全率 1.5 

港湾レベル 1 地震動 
第 5編 第 2章 

2.5 節（波圧時） 
- 

偏心傾斜荷重の支持力 

： 安全率 1.0 

極めて稀に発生する

地震動 
- 

9.3.3 項 

（極稀） 
安全率 1.0 

設計津波 
第 5 編 第 2 章 

2.5 節（波圧時）を準用  
- 

偏心傾斜荷重の支持力 

： 安全率 1.0 を準用 

注 1： 安全率の値の適用の詳細については、本付属書（２）に示した風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)及

び港湾の施設の技術上の基準・同解説 2) の該当箇所（抜粋）を参照。 
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付表-8.4 重力式基礎の転倒照査に用いる安全率注 1の設定例 

荷重組み合わせ 

適用基準 

備考 
港湾の施設の技術上の基

準・同解説（H11 年版）2) 

風力発電設備支持物 

構造設計指針・同解説 1) 

本基準 

独自の 

荷重組み 

合わせ 

長期荷重 
第 7編 第 2章 

2.7.1 項（波圧時） 
または 9.3.3 項（長期） 

第 7 編 第 2 章 

2.7.1 項（波圧時） 

： 安全率 1.2 

稀に発生する地震 - 9.3.3 項（短期）  

港湾レベル 1 地震動 
第 7編 第 2章  

2.7.1 項（地震時） 
- 安全率 1.1 

極めて稀に発生する 

地震動 注 2 
- 9.3.3 項（極稀）  

設計津波 注 2 
第 7 編 第 2章 2.7.1 項 

（波圧時）を準用 
- 安全率 1.2 を準用 

注 1： 安全率の値の適用の詳細については、本付属書（２）に示した風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)

及び港湾の施設の技術上の基準・同解説 2) の該当箇所（抜粋）を参照。 

  

 

付表-8.5 重力式基礎の滑動照査に用いる安全率注 1の設定例 

荷重組み合わせ 

適用基準 

備考 
港湾の施設の技術上の基

準・同解説（H11 年版）2) 

風力発電設備支持物 

構造設計指針・同解説 1) 

本基準 

独自の 

荷重組み 

合わせ 

長期荷重 
第 7編 第 2章 

2.7.1 項（波圧時） 
または 9.3.3 項（長期） 

第 7 編 第 2 章 

2.7.1 項（波圧時） 

： 安全率 1.2 

稀に発生する地震 - 9.3.3 項（短期）  

港湾レベル 1 地震動 
第 7編 第 2章 

2.7.1 項（波圧時） 
- 安全率 1.2 

極めて稀に発生する 

地震動 
- 9.3.3 項（極稀）  

設計津波 
第 7編 第 2章 2.7.1 項 

（波圧時）を準用 
- 安全率 1.2 を準用 

注 1： 安全率の値の適用の詳細については、本付属書（２）に示した風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)

及び港湾の施設の技術上の基準・同解説 2) の該当箇所（抜粋）を参照。 
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（２）引用した許容支持力及び安全率の抜粋 

ここでは、（１）の許容支持力及び安全率の設定例で引用した基準や指針の記述（抜粋）を示す。 

 

１）杭式基礎の安定性照査に用いる許容支持力及び安全率 

以下では、港湾の施設の技術上の基準・同解説 2)及び風力発電設備支持物構造設計指針・同解説 1)

における杭式基礎の許容支持力及び安全率に関する記述（抜粋）を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（港湾の施設の技術上の基準・同解説 H11 年版 2)から抜粋） 
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（港湾の施設の技術上の基準準・同解説 H11年版 2)から抜粋粋） 
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（港湾のの施設の技術上上の基準・同解解説 H11 年版 2)から抜粋） 
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（風風力発電設備支支持物構造設計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計指針・同解説説 1）から抜粋） 
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ここで，

R. 
に

q, 

” ， 
w, 
R,.. 

J、、
t句
幅

q. 

ι 
φ 

：杭の詩書鉛直J,.怜力（kN)

: .a.tiff訓．験による’．：：

: ti:一St趨の睡韓の許$久P‘た度｛kNlm;)

: tAの先婦の衡問扇面町（m")

: l~の自重 t除。

: （士川tfの帳触摩際；仕Dl)J告N)

：民司[t;地盤のうち砂f宅地ttの半lS}N強 (N孟30）｛佐1)
：民のをも賓Jl!Uに俵？る長さの合針（rn)

：杭混同盤にうちM＿：＿開制定のー制R・制lli:Q）平川（q.争2側）｛凪Nim::)
：肢の姑上質把盤；こ移す必長きのf"Pt(rn) 

；民用長（m>

(2）杭の訴事号！仙き力

椛の許容号IUt きカは．打事引~応力周にtl：悼の·~小i師側を卸けた制以下とし．費 9♀5 ，こ示・4 値を用い

る．抗体の計事守強q:)J,"111. 9.2..S 項に示す評事引－~：ノ＇JJ1. とマる

表9.2S 慌の許容d抜きノ：(kl¥ヲ

員期 ぬj鴫 44!棋荷1庄町
トーーー － 一 ．， 
I) 2 
，ぇ’3，え＋’L ,R. －λ •W, R.•,lt• +W, 

→ 
l ． ． ． 

2) 4 I 
,R. •iiR, •W. ’ ,R. •jiR, ＋陀’ I ，か）2~.. ,, 

一
寸るおぞれのある婚骨eが合~れない邸舎に周いる｜ …i ……砲僧

2) iit.克のa司聞の僧位に軟討な粘土慣地保．歓判な帖土町f也慢 ．りよれにめる砂質j也蟹又11，世~~旬に府状化

ここで．

，え ：｛克の町、活医・iU書き)J(lc.N) 

,R. － 敏荷拡鞍I： よる~の柏田t•;f！置き抵抗力作防

，九 : t荷試験，.－よる暁の蹟曲<J I ~夜色凪抗',j; (k向

島 : ti.k'i面の噌限軍鳳b~抗｝； (kN) 

w, ：抗のLI.a:（い｝
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２）重力式

以下で

における重

 

 

 

 

式基礎の安定

は、港湾の施

重力式基礎の

定性照査に用

施設の技術上

の許容支持力

用いる許容支

上の基準・同

力及び安全率

支持力及び安

同解説 2)及び

率に関する記

 

 

 

 

 

 

（港

安全率の設定

び風力発電設

記述を示す。

港湾の施設の技

定例 

設備支持物構

 

技術上の基準

構造設計指針

 

・同解説 H11 年

針・同解説 1

 

年版 2)から抜粋

)

粋） 
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（港湾のの施設の技術上上の基準・同解解説 H11 年版 2)から抜粋） 
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（港湾湾の施設の技術術上の基準・同解説 H11 年版 2)から抜粋）

 

） 
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（風力発電設備備支持物構造設設計指針・同解解説 1）から抜粋粋） 
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争

B 

Ne, N•, Nr 

C 

r,, Y2 

α，F 

D, 

；内部摩偉角「）

；基礎荷重面の短辺または矩径【m)

：地盤内剖の摩樟角に応じた支持力儒教

：基礎荷量面下にある地盤の粘着力（kN/d)

：基礎底面下，基礎底面より上方にある地盤の単位体欄重量（kN/mう

ただし，地下水位以下では水中単位体積重量を用いる。

：基礎荷重面の形状に応じた係数

：基礎仁接近した最低地盤面から基礎荷重面までの深さ（m)

2) 平板融荷試験による方法

仇 ＝C，ぃiN'r2D1 (9.5) 

ここで，

q, ：平板韓荷掠験による降伏荷量度の 1/2の数値または極限応力度の J/3の数値のうち

いずれか小さい数値

C ：荷重条件毎に異なる係数。長期荷重時はI，短期荷重時は2，極稀荷重時は3

N・ ？基礎荷重曲ー下の地盤の種類に応じtc_係数
DI ：晶礎に接近した最低地盤面から基礎荷量面までの深刻m)

3) スウェーデン式サウンディングによる方法

q,, = C (30+0.6Nsrr) 

ニ二で，

(9‘6) 

Nsrr ：基礎の底部から下方 2m以内の距離にある地盤のスウェーデン式サウンディング

における lmあたりの半回転数（1SOを超える掛合は 150とするω）の平均値（固）

C ：荷量条件毎に異なる係教u 畏期荷重時はI，短期荷重時は2，橿稀荷量時は3

利9.4）および式（9.5）を用いる場合に必要となる各種係散を，表9.17～表9.19に示す。

表9.17 地盤内部の麿僚角に応じた支持力係数

内部摩療角
25" 28" 32" 

40" 
。。 デ IO臼 15° 20" 36" 

支持カ係数 以上

N. 5.1 6.5 8.3 11.0 14.8 20.7 25.8 3S.5 50.6 75.3 

Nr 。 0.1 0.4 1λ 2.9 6.8 11.2 22.0 44.4 93.7 

Nq 1.0 1.6 2.5 3.9 6.4 10.7 14.7 23.2 37.8 64.2 

この衰に掲げる内部摩樺角以外の内部摩擁角に応じたNe,Nrおよび汽は，表に掲げる数値をそ

れぞれ直錬的に補閉じた数値とする。
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付属書 9 疲

 

本付属書で

 

１．疲労曲線

タワー構造

設計規格又

タワーに関

附属書 F（参

ギー社の規則

査する際に用

S-N 線図を参

計者は適用す

級を選定す

S-N 線図を示

注 1

注 2

疲労設計 

では、鋼部材

線 

造及び下部構

は一般に認知

しては JIS 

参考）におい

則及び指針 

用いられる疲

参照している

する溶接継手

る必要がある

示す。 

： S-N 線図中

8) 参照の

： DNVGL-ST-

air”の S

材の疲労照査

構造・基礎の

知された海洋

C 1400-1 4

いて、洋上風

5) や DNV-O

疲労曲線（S

る。なお、こ

手の種類と繰

る。付図-9.

（DNVGL-RP

中”B1”～”W3

こと。 

-0126 7) による

-N 線図を適用

査で用いる疲

の疲労照査方

洋設計規格に

) によって求

風車基礎の設

OS-J101 6) 

S-N 線図）と

これらの指針

繰り返し応力

1から付図-

付図-9

P-C203 8)の図

3”は、継手種類

ると、部材の防

用する。 

疲労曲線や疲

方法に関して

にしたがって

求めてもよい

計に関する詳

（現 DNVGL-S

として、DNVG

針では疲労等

力の作用方向

-9.4 に、DNV

9.1 S-N 線

図 2-8 注 1、”

 

類で指定され

防食環境で飛沫

疲労安全率の

て、JIS C 14

て設計耐力を

いとされてい

詳細な指針と

ST-0126 7））

GL-RP-C203 8

級に応じた

向・適用する

GL-RP-C203 

図の例 

”in air”の

る疲労等級に相

沫部環境より上

の設定例を示

400-3 1) では

を行うことと

いる。また、

としてジャー

が参照され

8) や Euroco

S-N 線図が規

るボルトの仕

8) と Euroco

の場合 注 2）

相当する。詳細

上側と判定され

示す。 

は ISO 2)、3)の

とされており

JIS C 1400

ーマンロイド

れており、疲

ode3（EN1993

規定されてい

仕様等から適

ode3（EN199

 

細は DNVGL-RP

れる場合、気中

の海洋構造物

り、このうち

0-3 1)では、

ド風力エネル

疲労損傷を照

3-1-9）9) の

いるので、設

適切な疲労等

93-1-9）9) の

 

P-C203 

中”in 

物

ち

ル

照

の

設

等

の
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”in seaw

（DNVGL-RP

and in sea

付図-9

（DNVGL-R

water with 

付図-9

P-C203 8)の図

awater with

9.2 S-N 線

RP-C203 8) の

cathodic p

9.3 S-N 線

図 2-10 、”

h cathodic 

図の例 

の図 2-9 、 

protection”

図の例 

Tubular Jo

protection

の場合） 

oint in air 

”の場合） 

  

 

 

付-69



注 3： 

 

 

S-N 線図中”

参照のこと。

切り限界(Cu

（B

36”～”160”

DNVGL-ST-01

ut off limit)

 

付図-9

BS-EN1993-1-

”は、継手種類

26 7) によると

を認めていな

9.4 S-N 線

-9 9) の図 7

 

類で指定され

と、Eurocode

ない。 

図の例 

7.1 注 3の場合

る疲労等級に相

の S-N 線図を

合） 

相当する。詳細

を適用する場合

細は BS-EN199

合、1.0×108 で

 

93-1-9 9)

での打ち
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２．疲労安全

下部構造

図から求ま

疲労安全率の

 

 

 

参考文献 

1) 日本

2) Int

3) Int

4) 日本

5) Ger

6) DNV

7) DNV

8) DNV

9) EUR

  

 

全率 

・基礎の疲労

る疲労損傷度

の例を付表-

付表

本規格協会 

ternation

ternation

本規格協会 

rmanischer 

V (2014), D

V GL (2016)

V GL (2016)

ROCODES (20

労照査で参照

度に疲労安全

-9.1 に示す。

表-9.1 DNVG

(2014）、J

al Organi

al Organi

(2017)、JI

Lloyd (201

DNV-OS-J101

, DNVGL-ST

, DNVGL-RP

005), Euroc

照する海洋構

全率を乗じて

。 

GL-ST-0126 

JIS C1400-3

zation fo

zation fo

S C1400-1: 

0), GL Guid

 

-0126 

-C203 

ode 3: Des

構造物設計規

て疲労破壊の

7）に規定され

: 風車－第

r Standar

r Standar

風車－第 1

deline for 

ign of stee

規格（例えば

の照査を行う

れた疲労安全

3部：洋上風

dization 

dization 

部：設計要

the certif

el structur

ば、DNVGL-ST

う。洋上風車

全率（DFF）

風車の設計要

(2007), I

(2006), I

要件 

fication of

res - Part 

T-0126 7））で

車基礎構造を

の例 

要件 

SO19902 

SO19903 

f wind turb

1-9: Fatigu

では、S-N 線

を対象とした

 

ines 

ue  

線

た

付-71


	付属資料-01 電気システム_20180319
	付属資料-02 発電中高波浪時海況_20180319
	付属資料-03 CPTによる地盤評価_20180319
	付属資料-04 洗掘付属書_20180319
	付属資料-05 氷荷重に対する洋上風力発電設備の支持構造物の設計_20180319
	付属資料-06 抵抗係数の例（短期荷重及び疲労荷重) 20180319
	付属資料-07 安全性照査の抵抗係数(長期、地震、津波時)_20180319
	付属資料-08 安定性照査の抵抗係数(長期、地震、津波時)_20180319
	付属資料-09 疲労設計20180319



